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■ 平成28年4月の経営統合により、新銀行東京が当社グループに 
  加わったことから、本資料における東京ＴＹＦＧの「平成28年 
  3月期連結」には新銀行東京の計数は含まれておりません。 
  また、適正な期間比較を行うための情報提供の観点から、平成 
  28年3月期の「3行合算」には、新銀行東京の計数を含んで掲載 
    しております。 
 
■ 本資料には、将来の業績に係る記述が含まれております。 
  こうした記述は将来の業績を保証するものではなく、リスクや 
  不確実性を内包するものです。 
  将来の業績は経営環境の変化等により、異なる可能性があること 
  にご留意ください。 
 
■ 本資料やＩＲに関するご意見、お問い合わせは下記までお願いい 
  たします。 
 
 東京ＴＹフィナンシャルグループ 経営企画部 
 
   東京都民銀行 経営企画部 広報室   
                TEL   03-3505-2155 
 
   八千代銀行 経営企画部 ＩＲ課 
      TEL   03-3352-2295 
 
   新銀行東京 経営企画部 
      TEL 03-6302-3598 
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項
番 

東京ＴＹＦＧ（連結）   

28/3 29/3 増減 

1 連結経常収益 795 830 +35 

2 

3 

連結業務粗利益 

(連結コア業務粗利益) 

691 

（671） 

712 

（699） 

+21 

（+28） 

4 資金利益 522 550 +28 

5 役務取引等利益 124 126 +2 

6 その他業務利益 45 34 △11 

7 経費（△） 545 590 +45 

8 与信関係費用（△） 18 28 +10 

9 株式等関係損益 6 11 +5 

10 持分法による投資損益 1 0 △1 

11 その他 8 △21 △29 

12 経常利益 144 83 △61 

13 特別損益 0 191 +191 

14 うち負ののれん発生益 ※ － 194 +194 

15 税金等調整前当期純利益 145 274 +129 

16 法人税等（△） 51 18 △33 

17 当期純利益 94 255 +161 

18 非支配株主に帰属する当期純利益（△） 0 0 +0 

19 親会社株主に帰属する当期純利益 94 255 +161 

平成29年3月期 決算サマリー ①  ≪東京ＴＹＦＧ連結≫ 
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（億円） 
※億円未満切り捨て表示 

■ 業績推移 

 サマリー① 東京ＴＹＦＧ（連結） 

① 経常利益は83億円計上、計画対比では6億円下回り 

    ましたが、親会社株主に帰属する当期純利益は255億円 

    を計上、計画対比では4億円上回りました。 
 

  ※1 平成28年4月より新銀行東京がグループに加わった 

      ため、28/3期の東京ＴＹＦＧ（連結）の業績には同行の 

      決算内容は含まれておりません。 

   ※2 親会社株主に帰属する当期純利益255億円には、 

       新銀行東京との経営統合に伴う「負ののれん発生益」 

       194億円が含まれております。 

29/3 

実績 
29/3 

計画 
達成率 

計画比 
増減 

経常利益 83 89 93.2％ △6 

親会社株主に帰属する 
当期純利益 

255  251    101.5％ ＋4 

※1 

※2 

※2 

１ 



項
番 

３行合算（単体） 
東京都民銀行 

（単体） 

八千代銀行 

（単体） 

新銀行東京 

（単体） 

28/3 29/3 増減 28/3 29/3 28/3 29/3 28/3 29/3 

1 経常収益 889 880 △9 424 434 373 356 91 89 

2 

3 

業務粗利益 

（コア業務粗利益） 

743 

(724) 

737 

(721) 

△6 

(△3) 

358 

(352) 

361 

(359) 

326 

(309) 

314 

(301) 

59 

(61) 

62 

(60) 

4 資金利益 603 600 △3 282 284 261 256 60 59 

5 役務取引等利益 98 100 +2 55 58 42 41 0 0 

6 その他業務利益 41 35 △6 20 17 22 16 △2 2 

7 うち国債等債券損益 19 16 △3 5 1 16 13 △2 2 

8 経費(△) 574 577 +3 284 286 251 249 38 41 

9 うち人件費(△) 291 292 +1 133 134 141 141 16 15 

10 うち物件費(△) 249 245 △4 136 133 94 90 18 21 

11 コア業務純益 149 143 △6 68 73 58 52 22 18 

12 一般貸倒引当金繰入(△) △4 △7 △3 △4 △1 － △5 － － 

13 業務純益  174 167 △7 78 76 74 70 20 20 

14 臨時損益     1 △46 △47 △11 △28 △2 △28 16 10 

15 うち貸倒引当金戻入益 14 15 +1 － － 2 － 12 15 

16 うち不良債権処理額(△) 24 54 +30 22 30 3 22 △2 1 

17 うち株式等関係損益 1 9 +8 6 10 △4 △1 － － 

18 経常利益  176 121 △55 67 47 71 42 37 31 

19 特別損益 2 △3 △5 1 △2 0 △0 △0 △0 

20 法人税等合計(△) 49 22 △27 26 16 24 4 △2 1 

21 当期純利益  129 96 △33 42 27 47 37 39 30 

22 与信関係費用（△） 3 29 +26 18 29 1 17 △15 △16 

23 連結経常収益 911 880 △31 438 432 381 358 

24 連結経常利益 191 112 △79 78 40 76 39 

25 親会社株主に帰属する当期純利益 136 82 △54 47 17 49 33 

平成29年3月期 決算サマリー ② ≪個別行≫  
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■ 業績推移 
（億円） 

※億円未満切り捨て表示 

サマリー②  
 
① 3行合算（単体）の資金利益は、 

    東京都民銀行及び八千代銀行 

    における子会社からの受取配当 

    金がありましたが、マイナス金利 

    政策による預貸金利回り低下に 

    よる利息収入等の減少により 

   前年同期比で3億円減少しまし 

  た。 
 

② 3行合算（単体）の当期利益は、 

     与信関係費用の増加等により、 

     前年同期比33億円減少し96億 

     円となりました。 
 

 ③ 3行合算の連結経常利益は 

   前年同期比79億円の減少、 

   親会社株式に帰属する当期 

   純利益は、同54億円減少しま 

   した。 
  
  ※適正な期間比較を行うための情報提供 

    の観点から、28/3の「3行合算（単体）」 
    には、経営統合前の新銀行東京の計数 

   を含んで掲載しております。 

１ 

３ 

２ 



29/3 

実績 

経常利益 83 

親会社株主に 
帰属する 
当期純利益 

 

※
255 

30/3 

計画 
増減 

50 △33 

 32    △223 

○マイナス金利の影響等による資金利益16億円 
  の減少 
○合併準備に係る費用約22億円の計上 
○青山新本店移転に伴う費用約19億円の計上 
 
○ 「負ののれん発生益」194億円は経営統合に 
  よる29/3期の特殊要因 
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■ 30/3計画 （3行合算及び個別行） （億円） 

平成30年3月期計画  

■ 30/3計画（東京ＴＹＦＧ連結） （億円） 
【平成30年3月期計画】 
 
平成30年3月期は、左記要因により、減益の計画となりますが、 

以下の諸施策により収益向上を図ってまいります。 
 
 ○ 知的資産経営支援、事業性評価等に基づいた経営支援・ 
    本業支援の取組強化による中小企業向け貸出金の増加 
  
 ○ きらぼしコンサルティングとの連携など、コンサルティング営業 

     による役務収益の増強  
  
 ○ 地方公共団体や関連団体との連携強化による中小企業育成、 

     創業支援、地銀ｸﾞﾙｰﾌﾟ等との連携による本業支援施策の積極 

     展開 
 
 ○ 与信費用は、貸出先の業況が比較的安定していることや、 

     再生支援等の継続的取組みにより、3行合算で12億円の計画 

項
番 

3行合算 東京都民銀行（単体） 八千代銀行（単体） 新銀行東京（単体） 

29/3  
実績 

30/3  

計画 

増減 29/3  
実績 

30/3  
計画 

増減 29/3  
実績 

30/3  
計画 

増減 29/3  
実績 

30/3  
計画 

増減 

1 コア業務粗利益 721 703 △18 359 355 △4 301 292 △9 60 55 △5 

2 うち資金利益 600 584 △16 284 279 △5 256 250 △6 59 54 △5 

3 経費（△） 577 599 ＋22 286 309 ＋23 249 248 △1 41 41 0 

4 コア業務純益 143 104 △39 73 46 △27 52 44 △8 18 13 △5 

5 与信費用（△） 29 12 △17 29 14 △15 17 11 △6 △16 △13 ＋3 

6 経常利益 121 84 △37 47 33 △14 42 29 △13 31 21 △10 

7 当期純利益 96 64 △32 27 21 △6 37 22 △15 30 20 △10 

8 経常利益（連結） ※ 112 74 △38 40 29 △11 39 23 △16 

9 親会社株主に帰属する  
当期純利益（連結） ※ 

82 48 △34 17 13 △4 33 15 △18 

※ 連結部分の３行合算の計数は、東京都民銀行及び八千代銀行の連結と新銀行東京の単体を合算しております。 

（ご参考） ※29/3期の親会社株主に帰属する当期純利益には、新銀行東京との経営統合に伴う 
        「負ののれん発生益」194億円を含んでおります。この特殊要因を控除した場合、 
        29/3期の 親会社株主に帰属する当期純利益は、60億円となります。 

■ 30/3計画（３行合算及び個別行） 

減益計画の主な要因 



1.74  1.68  
1.51  

1.38  

0.33  0.31  0.24  0.21  

1.41  1.37  
1.27  

1.17  

27/3 28/3 29/3 30/3計画 

1.53  
1.41  

1.28  1.24  

0.06  0.06  0.04  0.03  

1.47  
1.35  

1.24  1.21  

27/3 28/3 29/3 30/3計画 

利回り 
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（△0.02pt） 

（△0.11pt） 

（△0.13pt） 

預金等利回り 

利回り差 

貸出金利回り 

（カッコ内は前年同期比増減） 

■ 利回り （３行合算） 

1.49  
1.36  

1.24  1.23  

0.04  0.04  0.02  0.01  

1.45  
1.32  

1.22  1.22  

27/3 28/3 29/3 30/3計画 

1.55  
1.43  

1.30  1.22  

0.06  0.05  0.03  0.02  

1.49  
1.38  

1.27  1.20  

27/3 28/3 29/3 30/3計画 

貸出金利回り 

利回り差 

預金等利回り 

■ 利回り （東京都民） ■ 利回り （八千代） ■ 利回り （新銀行東京） 

（カッコ内は前年同期比増減） （カッコ内は前年同期比増減） 

（△0.02pt） 

（△0.12pt） 

（△0.10pt） 

（△0.02pt） 

（△0.11pt） 

（△0.13pt） 

（カッコ内は前年同期比増減） 

（△0.17pt） 

（△0.10pt） 

（△0.07pt） 

貸出金利回り 
 
 ○ 平成29年3月期は、マイナス金利政策導入の影響もあり3行合算の貸出金 

    利回りは前年同期比で0.13ポイント低下したものの、事業性評価に基づく 

   融資取組等により、年度の後半にかけて利回り低下幅は縮小傾向にあり 

   ます。 
 
 ○ マイナス金利政策の影響等により、引続き貸出金利回りの低下を見込むも 

   のの、3行の強みの共有や、引き続き事業性評価融資取組を強化すること 

   に加え、付加価値の高いサービスの提供やきめ細かな対応に努めることで 

   利回りの下げ幅縮小を図り、平成30年3月期の貸出金利回りは1.24％を計画。 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 

％ 



貸出金  
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■ 貸出金残高 （東京ＴＹＦＧ連結）   

■ 業種別貸出金残高 （３行合算） 

（白抜き数値は期中平残、カッコ内は前年同期比増減、％は構成比） 

28/3 29/3 前年同期比 

貸出金末残 33,599   36,213 ＋2,614 

  貸出金残高 
 

 ○ 東京ＴＹＦＧ（連結）の貸出金残高は、今期から新銀行東京の貸出金  

   2,305億円が加わり、3兆6,213億円となりました。 
       

 ○ 新規法人取引の開拓や中小企業向け取引強化等により、中小企業 

    向け貸出金が3行合算で前年同期比791億円増加しました。 
 

 ○ 貸出金ポートフォリオはさまざまな業種に分散され、リスクの軽減を 

    図っております。   

（億円） 

※ 28/3 には新銀行東京の計数は含まれておりません。 

18,281 18,421 18,379 18,111 

14,660 15,175 15,526 15,450 

2,007 2,225 2,305 2,308 
34,948 35,822 36,211 35,869 

34,029 34,775 35,707 35,925 

27/3 28/3 29/3 30/3計画 

新銀行東京 

八千代 

東京都民 

（億円） 

8,503 8,572 8,636 

19,174 19,663 20,454 

5,658 5,748 5,314 
1,611 1,839 1,805 
34,948 35,822 36,211 

34,029 34,775 35,707 

27/3 28/3 29/3

中小企業 

個人 

中堅・大企業 

地公体 

（億円） 

4,552  4,951  4,791  

8,503  8,572  8,636  

3,469  3,587  3,719  

4,091  4,237  4,358  
2,511  2,865  3,299  2,458  2,404  2,090  
4,025  3,943  4,191  
1,814  1,838  1,866  3,521  3,421  3,256  
34,948  35,822  36,211 

27/3 28/3 29/3

■ 顧客別貸出金残高 （３行合算） 

（+389） 
 
 

（△165） 
 

（+28） 
 

（+248） 
 

（△314） 
 

（+434） 
 

（+121） 
 

（+132） 

 
 

（+64） 
 
 
 

（△160） 

製造（9%） 
 

建設（5%） 
 

卸・小売（12%） 
 

金融・保険（6%） 
 

不動産取引（9%） 
 
 

不動産賃貸（12%） 
 

サービス（10%） 
 
 
 

個人（24%） 
 
 
 
 

その他（13%） 

（+932）  
2.6% 

 
（+389）  

1.0% 
（+80） 
 3.6% 

 
 
 

（+351） 
 2.3% 

 
 
 
 
 
 
 

（△42）  
△0.2% 

 
 
 

（+932）2.6% 
 
 
 

（+389） 1.0% 
 
 
 

（△34）△1.8% 
 

（△434）△7.5% 
 
 
 
 

 
（+791） 4.0% 

 
 
 
 
 

 
 

（+64） 0.7% 
 

 

■ 銀行別貸出金残高 （３行合算） 

（白抜き数値は期中平残、カッコ内は前年同期比増減、％は増減率） （白抜き数値は期中平残、カッコ内は前年同期比増減、％は増減率） 

◆ 東京ＴＹＦＧの預貸率  76.7％ 

（億円） 



預 金 等  
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■ 預金等残高 （東京ＴＹＦＧ連結）   

 

 

 

 

 預金等残高 
 

  ○ 東京ＴＹＦＧ（連結）の預金等残高は、今期から新銀行東京の預金 

      2,975億円が加わり、4兆7,389億円となりました。 

 

  

 

 

 

 

 

28/3 29/3 前年度末比 

預金等末残 45,363 47,389 ＋2,026 

（億円） 

24,056 24,231 23,309 23,592 

21,266 21,301 21,558 21,380 

2,615 2,934 2,975 2,658 

47,938 48,467 47,844 47,630 

46,947 47,614 47,944 47,701 

27/3 28/3 29/3 30/3計画 

33,214 32,779 32,456

13,618 13,740 13,557

1,105 1,947 1,830

47 ,938 48 ,467 47 ,844

46 ,947 47 ,614 47 ,944

27/3 28/3 29/3

東京都民 

八千代 

新銀行東京 

（+330） 
 0.7% 

 
 

（△623） 
 △1.3% 

 

（+41）  
1.4% 

 
 

 
（+257） 
 1.2% 

 
 
 
 

（△922） 
 △3.8% 

 
 
 

（億円） （億円） 

その他 

法人 

個人 

（+330） 0.7% 
 
 

 

（△623） △1.3% 
 

（△117） △6.0% 
 
 

（△183） 1.3% 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（△323） △0.9% 

 
 
 

（白抜き数値は期中平残、カッコ内は前年同期比増減、％は増減率） 

■ 銀行別預金等残高 （３行合算） 

（白抜き数値は期中平残、カッコ内は前年同期比増減、％は増減率） 

■ 顧客別預金等残高 （３行合算） 

※ 28/3 には新銀行東京の計数は含まれておりません。 
※ 預金等残高には「譲渡性預金」が含まれております。 



0.93 1.211.04

有価証券  
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■ 有価証券残高 （東京ＴＹＦＧ連結）   

■ 銀行別有価証券残高・利回り （３行合算） 

（白抜き数値は期中平残、カッコ内は前年同期比増減、％は増減率） 

  有価証券残高・利回り 

 ○ 東京TYFG（連結）の有価証券残高は、今期から新銀行東京の残高1,609億円 

    が加わり、1兆2,811億円となりました。 

 ○ 3行合算では低金利環境下、米国債等の外債をはじめ、運用の多様化・分散 

    投資を進めましたが、日本国債を中心に残高は前年同期比1,022億円減少 

    しました。 

28/3 29/3 前年度末比 

有価証券末残 12,100 12,811 ＋711 

◆ 東京ＴＹＦＧの預証率  27.1％ 

（億円） 

5,862 5,869 5,435 

6,379 6,139 
5,665 

1,692 1,723 
1,609 

13,933 13,732 
12,710 

13,381 13,611 
13,587 

27/3 28/3 29/3

新銀行東京 

東京都民 

八千代 

（△24） △0.1% 

 
 

（△1,022） △7.4% 
 
 

（△114） △6.6% 
 
  
 
 

 （△474） △7.7% 
 
 
 
 
 
 

 
 （△434） △7.3% 

 

（億円） 

6,440 5,558 4,760 

1,201 
1,238 

716 

4,270 
4,404 

4,298 

476 
398 

393 

1,544 2,132 
2,541 

13,933 13,732 
12,710 

13,381 13,611 
13,587 

27/3 28/3 29/3

（△24）△0.1% 
 
 
 

（△1,022）△7.4% 
 
 
 
 
 
 
 

（+409）19.1% 
 

 （△5）△1.2% 
 

 
 （△106）△2.4% 

 
 
 

（△522）△42.1% 
 
 
 

 （△798）△14.3% 

 

（億円） 

その他証券 

株式 

社債 

地方債 

国債 

■ 運用先別有価証券残高 （３行合算） 

（白抜き数値は期中平残、カッコ内は前年同期比増減、％は増減率） 
（+0.17pt） 

※ 28/3 には新銀行東京の計数は含まれておりません。 



3,042 2,857 2,699 

1,965 2,109 2,106 

5,007 4,966 4,805 

27/3 28/3 29/3

預かり資産 
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預かり資産 

 ○ 投資信託については、コア・サテライト戦略を展開し、コア資産を中心に残高の積上げを推進しましたが、 

   相対的に円高・株安が進み海外投資ファンドの多くが基準価額を下げ、2行合算の残高は、前年同期比71億円 

   減少し、2,166億円となりました。 

 ○ 保険については、マイナス金利政策の影響による一部商品の販売停止や予定利率の低下等もありましたが、 

   2行合算 の残高は、前年同期比50億円増加の2,128億円となりました。 

 

    

 

  
■ 銀行別預かり資産残高 （２行合算） 

（カッコ内は前年同期比増減） 

八千代 

東京都民 

（億円） 

2,272 2,237 2,166 

1,907 2,078 2,128 

827 650 510 

5,007 4,966 4,805 

27/3 28/3 29/3

（△161） 
 
 

 
 （△3） 

 

 
 
 
 

 （△158） 
 

（△161） 
 
 

（△140） 
 
 
 
 

 （+50） 

 

 
 
 
 

 （△71） 
 

（カッコ内は前年同期比増減） 

■ 項目別預かり資産残高 （２行合算） 

投資信託 

保険 

公共債 

（億円） 

※新銀行東京では、投資信託・保険等の預かり資産を取り扱っておりません。 



569 605 619 

27/3 28/3 29/3

自己資本比率 
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■ 連結自己資本比率（東京ＴＹＦＧ）  

2,298 2,226 
2,842 

27/3 28/3 29/3

  連結自己資本比率 
  

 ○ 東京TYFGの連結自己資本比率は、平成28年4月に経営統合により 

    新銀行東京が加わったこと等を要因として、前年同期比0.89ポイント 

    上昇の9.54％となりました。   

9.26 8.65 9.54％

20.50  19.68  19.30％  

自己資本比率 

※ 27/3、28/3 には新銀行東京の計数は含まれておりません。 

■ 自己資本比率（新銀行東京） 

（億円） 

（+616） 

（+0.89pt） 

（カッコ内は前年同期比増減） 

自己資本比率 

（億円） 

自己資本 

自己資本 

1,074 1,103 1,121 

27/3 28/3 29/3

1,152 1,088 1,040 

27/3 28/3 29/3

9.81  9.50  9.23％  8.35  7.73  7.21％  

（△48） 

（△0.38pt） 

（△0.27pt） 
（△0.52pt） 

（+18） 

（+14） 

（カッコ内は前年同期比増減） （カッコ内は前年同期比増減） （カッコ内は前年同期比増減） 

■ 連結自己資本比率（八千代） ■ 連結自己資本比率（東京都民） 



3.23  
2.48  2.27  

87 74 77 

987 
771 720 

67 

53 
34 

1,142 

898   832 

27/3 28/3 29/3

3.22  
2.46  2.23  

27/3 28/3 29/3

3.19  
2.44  2.37  

27/3 28/3 29/3

金融再生法開示債権・与信関係費用 
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 金融再生法開示債権額及び比率 （部分直接償却を実施した場合） 
  
  

  ○ 金融再生法開示債権額は、３行合算で前年同期比66億円減少の832億円、 

     開示債権比率は同0.21ポイント低下し、改善が進んでおります。 
  
 与信関係費用 
 
  ○ 今年度の与信関係費用は、3行合算で29.2億円となり、計画対比では△10.8億円 

        と計画内の結果となっております。貸出先の業況が比較的安定していることや、 

        再生支援にも注力 していること等により低水準な状況が続いております。 
     

（億円） 

■ 開示債権額・比率（３行合算） 

要管理債権 

危険債権 

破産更生債権等 

開示債権比率 
（△0.21pt） 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （△66） 
 

 （△19） 
 

 
 （△51） 

 
 

 
（+3） 

 

（億円） 

※ 3行は、部分直接償却を実施しておりませんが、実施した場合の計数を記載しております。 

（カッコ内は前年同期比増減） 

3.72  
2.98  

1.84  

27/3 28/3 29/3

 東京都民  新銀行東京 

■ 与信関係費用 

27/3 28/3 29/3 計画対比 

東京都民          15.2 18.1 29.0 +4.0 

八千代 △3.2 1.4 17.0 +4.5 

新銀行東京 △3.6 △15.8 △16.8 △18.8 

3行合算 8.3 3.6 29.2 △10.8 

  八千代 

開示債権額 保全額 保全率 

東京都民          440 356 80.9％ 

八千代 349 281 80.5％ 

新銀行東京 42 25 59.2％ 

3行合算 832 663 79.6％ 

■ 保全率等 

（平成29年3月末現在） 

（億円） 

■ 開示債権比率（銀行別） 

％ 

% % % 



※ 連結の計数は、東京都民銀行及び八千代銀行の連結と新銀行東京の単体を合算して 
  算出しております。 

 コアＯＨＲ ・ ＲＯＥ 
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 コアＯＨＲ 
 
  ○ 競合激化やマイナス金利政策導入により貸出金利息の減少を 

      有価証券利息配当金の増加で補完するも、コア業務粗利益が減少した 

      ことで、コアＯＨＲは、3行合算で前年同期比0.75ポイント上昇しました。 
   
ＲＯＥ（連結） 

  ○ ＲＯＥ（連結）は、貸出金利回りの低下を主要因とした親会社株主に 

      帰属する当期純利益の減少に加え、優先株式発行により分母となる 

      自己資本が増加したこと等を要因として、3行合算で前年同期比2.23 

      ポイント低下しました。 

79.24 79.29 80.04

27/3 28/3 29/3

■ コアＯＨＲ （３行合算） 

※ ＲＯＥ【連結】 ＝ 
親会社株主に帰属する当期純利益等 

（期首自己資本＋期末自己資本）÷2 
× 100 ※ コアＯＨＲ ＝ 

経費 

コア業務粗利益 
× 100 

27/3 28/3 29/3 

東京都民銀行          77.45 80.58 79.66 

八千代銀行 82.33 81.04 82.74 

新銀行東京 73.59 63.07 68.81 

３行合算 79.24 79.29 80.04 

＜各行コアＯＨＲ＞ 

27/3 28/3 29/3 

東京都民銀行          4.89 5.08 1.78 

八千代銀行 6.12 4.53 3.05 

新銀行東京 2.79 6.82 4.92 

３行合算 4.95 5.24 3.01 

■ ＲＯＥ 【連結】 
（％） （％） 

（＋0.75pt） 

（カッコ内は前年同期比増減） 

％ 


